
2011
（平 23）

・世界人口 70 億人（予測）
・国連生物多様性の 10 年
（2011 ― 2020）の開始

・コメのカドミウム基準値
　「0.4 mg/kg 以下」の施行（2

月）

・衛星情報・空間情報の先進的利
用に関する MARCO 国際ワーク
ショップ（3 月）

・土・水研究会「温暖化緩和策と
土・水圏の物質循環研究の接点」

（2 月）

2010
（平 22）

・国連気候変動締約国会議
（COP16，COP/MOP6）（ メ
キシコ・カンクン） （12 月）

・生物多様性条約第 10 回締約
国会議（COP10）（10 月） 

遺伝資源へのアクセスと
利益配分（ABS）に関す
る名古屋議定書
ポスト 2010 年目標（愛知
目標）
SATOYAMA イ ニ シ ア
テ ィ ブ 国 際 パ ー ト ナ ー
シップ創設

・カルタヘナ議定書第 5 回締
約国会議（MOP5）（10 月） 
「責任と救済」に関する名
古屋・クアラルンプール
補足議定書

・ロシア西部での熱波・干ば
つ（6-8 月）により小麦が不
作・輸出停止へ

・国連「国際生物多様性年」

・行政刷新会議事業仕分けで
大型研究開発事業のほか科
学技術振興や研究者育成の
予算に厳しい判定（11 月）

・平成 21 年度の食料自給率
（カロリーベース）が 40%に 
（8 月）

・夏の高温によるコメの不
作・品質低下など農業への
影響が問題化（7-9 月） 

・農用地土壌汚染防止法に基
づくカドミウム汚染農地の
指定要件を改正（6 月） 

・食品衛生法に基づくコメの
カ ド ミ ウ ム 基 準 値 を「1.0 
mg/kg 未満」から「0.4 mg/
kg 以下」に改正（4 月）

・生物多様性国家戦略 2010 を
決定（3 月）

・食料・農業・農村基本計画
を決定（3 月） 

2020 年度食料自給率 50%
を目標

・農業環境技術公開セミナー in 熊
本（12 月）

・研究成果発表会 2010「未来につ
なげよう安全・安心な農業と環
境」（11 月）

・アジア太平洋地域における持続可
能な食料生産のための機能的生物
多様性の増強に関する MARCO-
FFTC 国際セミナー（11 月）

・研究会「農薬の作物残留と大気中
挙動 −規制と研究−」（10 月）

・農業環境シンポジウム「農業から
みた生物多様性，生物多様性から
みた農業」（9 月）

・水田管理と温室効果ガス発生・吸
収 に 関 す る MARCO/GRA 合 同
ワークショップ （9 月）

・土壌洗浄法によるカドミウム汚染
水田の低コスト浄化技術（8 月）

・つくばみらい水田 FACE 実験を
開始

・農業環境シンポジウム「21 世紀
の農業と環境問題を考える」（5
月）

・農耕地土壌に関する情報をイン
ターネットで公開（4 月）

・土・水研究会「食の安全，農業環
境問題におけるトレードオフ」（2
月）

・農業統計情報メッシュデータ閲覧
システムを公開（2 月）

2009
（平 21）

・国連気候変動締約国会議
（COP15，COP/MOP5）（ デ
ンマーク・コペンハーゲン） 

（12 月）
・POPs 条約の第 4 回締約国会

議（COP4）開催 
残 留 性 有 機 汚 染 物 質

（POPs） と し て 9 物 質 を
追加

・国連環境計画（UNEP）が
報 告 書「 グ ロ ー バ ル・ グ
リーン・ニューディール：
政策の概要」を公表（3 月）

・オーストラリアで記録的な
干ばつ・熱波と森林火災 （1
月）

・京都議定書約束期間（2008
― 2012）の初年度（2008 年）
の総排出量（基準年比 1.9%
増）の公表（11 月）

・2009 年夏の低日照により水
稲作況が全国的に低下

・国連気候変動サミットで，
日 本 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出
量を 2020 年までに 90 年比
25%削減することを表明（9
月）

・平成 20 年度の食料自給率
（カロリーベース）が 41%に 
（8 月）

・微粉末活性炭タブレット（錠剤）
による水浄化技術 （11 月）

・農業環境技術公開セミナー in 滋
賀 （11 月）

・国際セミナー「農薬および POPs
の土壌残留と食の安全」 （10 月）

・MARCO シ ン ポ ジ ウ ム「 モ ン
スーンアジアにおける農業環境問
題と研究の挑戦」 （10 月）

・国際会議「東アジアの陸域生態系
における炭素窒素循環とその環境
影響」 （9 月）

・カドミウム高吸収イネ品種による
汚染水田の浄化技術 （8 月）

・窒素循環モデルで環境への窒素流
出と水質汚染の変化を推定 （8 月）
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2009
（平 21）

・「アメリカ復興・再投資法」
が成立 （2 月） 

省エネ対策や再生可能エ
ネルギー促進，水質・土
壌汚染対策など推進

・米国オバマ大統領が就任
　 （1 月）

・温室効果ガスの排出量削減
中期目標（2005年比15％減）
の発表 （6 月）

・バイオマス活用推進基本法 
成立 （6 月）

・「温暖化影響総合予測プロ
ジェクト」成果発表 （5 月）

・農林水産分野における省
CO2効果の表示の指針 （4月）

・温室効果ガス観測技術衛星
「いぶき」GOSAT 打ち上げ
（1 月）

・複合微生物系による有害物質メラ
ミンの分解・無害化技術 （3 月）

・セルロース系バイオマスに対する
バイオエタノール固体発酵技術 

（3 月）
・イネの生育を推定できる気象デー

タベース「MeteoCrop DB」を公
開 （3 月）

・「情報：農業と環境」訪問者の累
計 100 万人に （3 月）

・気象環境研究会「開放系大気 CO2

増加（FACE）実験 ― 過去 , 現在 ,
未来 ― 」 （2 月）

2008
（平 20）

・ 国 連 気 候 変 動 締 約 国 会
議（COP14，COP/MOP4）

（ポーランド・ボズナン） 
（12 月）

・ラムサール条約第 10 回締約
国会議 （10 月） 

・湿地システムとしての水田
における生物多様性の向上

（水田決議）
・国際連合環境計画（UNEP）
「グローバル・グリーン・
ニューディール」イニシア
チブ発表（10 月）

・「グリーン・ニューディー
ル」報告書発表（7 月）

・Ｇ 8 北海道洞爺湖サミット 
（7 月）

・ローマで食料サミット （7
月）

・化学肥料の価格が急上昇
・主要穀物やダイズの価格が

上昇，過去最高に

・農林水産省が食料自給率引
き上げの工程表を発表 （12
月）

・農林漁業バイオ燃料法 施行 
（10 月）

・事故米の不正転売・食用流
通が発覚 （9 月）

・北海道で新害虫ヘリキスジ
ノメイガが大量発生 （8 月）

・平成 19 年度の食料自給率
（カロリーベース）が 40%に
増加 （8 月）

・環境省報告書「気候変動へ
の賢い適応」 （6 月）

・生物多様性基本法 成立 （5
月）

・「温暖化影響総合予測プロ
ジェクト」成果発表 （5 月）

・農林水産省が食料安全保障
課を設置 （4 月）

・京都議定書目標達成計画改
定 （3 月）

・「遺伝子組換え農作物等の
研究開発の進め方に関する
検討会」最終取りまとめ （1
月）

・京都議定書第一約束期間の
開始 （1 月）

・「イネ科作物の葉の表面などに生
息する微生物が生分解性プラス
チックを効率よく分解」が農林研
究成果 10 大トピックスに （12 月）

・公開セミナー「農業分野における
メタゲノム解析技術の応用の可能
性」 （12 月）

・カドミニウム低吸収品種による
玄米カドミウム汚染低減技術 （12
月）

・研究成果発表会 2008 （11 月）
・国際セミナー「アジア・太平洋地

域における農業環境で問題となる
有害植物・昆虫」 （11 月）

・生分解性プラスチックを強力に分
解するカビを発見 （10 月）

・MARCO ワークショップ「アジ
アにおける自然資源管理のための
土壌情報システムの新しい取り組
み（10 月）

・農業環境技術公開セミナー in 福
島（9 月）

・シンポジウム「穀物の争奪戦が食
卓を襲う」（6 月） 

・シンポジウム「温室効果ガス排出
をどう削減できるのか」（5 月）

・「歴史的農業環境閲覧システム」
を公開（4 月）

・2007 年夏季異常高温下での水稲
不稔率の調査結果を発表（3 月）

・生分解性プラスチックを強力に分
解する酵母菌を発見（3 月）

・気象環境研究会「2007 年夏季異
常高温が水稲生産に及ぼした影響
を検証する」（2 月）

・シンポジウム「農業・農村におけ
る身近な生物多様性の保全と活用
をめざして」（2 月）

・谷津田における植物多様性の調査
結果を発表（2 月）
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2007
（平 19）

・世界の陸上平均気温が観測
史上最高に （12 月）

・国連気候変動締約国会議
（COP13）（インドネシア・
バリ） （12 月）

・IPCC 第４次評価報告書 統
合報告書 （11 月）

・アル・ゴア氏と IPCC がノー
ベル平和賞を受賞 （10 月）

・IPCC 第４次評価報告書 第
３作業部会報告書（気候変
動の緩和策） （5 月）

・IPCC 第４次評価報告書 第
２作業部会報告書（影響・
適応・脆弱性） （4 月）

・IPCC 第４次評価報告書 第
１作業部会報告書（自然科
学的根拠） （2 月）

・米国でバイオエタノール生
産が本格化 （1 月）

・中国産の冷凍食品から高濃
度 の 農 薬 を 検 出 （12 月 〜
2008 年 2 月）

・「独立行政法人整理合理化計
画」閣議決定 （12 月） 

農環研，生資研，種苗管
理センターは平成 23 年 4
月に統合

・「第三次生物多様性国家戦
略」閣議決定 （11 月）

・日本の最高気温記録を更新
する異常高温 （8 月）

・農林水産省生物多様性戦略 
（7 月）

・「21 世紀環境立国戦略」閣議
決定 （6 月）

・農林水産省「地球温暖化対
策総合戦略」を策定 （6 月）

・農林水産省「農地・水・環
境保全向上対策」を開始 （4
月）

・農林水産省「有機農業の推
進に関する基本的な方針」
を公表

・研究独法バイオ燃料研究推
進協議会 設立 （4 月）

・農林水産研究基本計画 改定 
（3 月）

・農林水産省「国産バイオ燃
料の大幅な生産拡大に向け
た工程表」を発表 （2 月）

・「環境への負荷がより少ない低濃
度エタノールを用いた低コストの
新規土壌消毒法の開発」が農林
研究成果 10 大トピックスに選定 

（12 月）
・シンポジウム「温暖化によって何

が起こり，どう対応できるのか」 
（12 月）

・低濃度エタノールによる新規土壌
消毒技術を発表 （11 月）

・研究成果発表会「食と環境の安全
を求めて：農林水産生態系におけ
る有害化学物質」 （11 月）

・公開セミナー「遺伝子組換え作物
の栽培と生態影響評価」 （11 月）

・農林水産地球温暖化対策研究連絡
協議会が発足 （11 月）

・農地土壌炭素の変動実態の調査結
果を発表 （11 月）

・国際シンポジウム「モンスーンア
ジア農業生態系における侵略的外
来生物の実態と制御」 （10 月）

・シンポジウム「食料 vs エネル
ギー ― 穀物の争奪戦が始まった
― 」（5 月） 

レスター・ブラウン氏基調講演
「バイオ燃料が食卓を脅かす」 

・特定外来生物カワヒバリガイの
霞ヶ浦での分布を発表 （4 月）

・カボチャ台木によるキュウリ残留
農薬低減技術 （1 月）

2006
（平 18）

・映画「不都合な真実」が公
開

・南極のオゾンホールが過去
10 年間で最大規模に拡大 （9
月）

・コメ（精米）のカドミウム
の国際基準値が 0.4ppm に決
定 （7 月）

・世界の遺伝子組換え作物の
作付面積が１億ヘクタール
を超える

・国連「砂漠と砂漠化に関す
る国際年」

・有機農業推進法施行 （12 月）
・カエルのツボカビ病を国内

で発見 （12 月）
・宍道湖産シジミで残留基準

値を超える除草剤（チオベ
ンカルブ）を検出 （11 月）

・農林水産省が地球温暖化・
森林吸収源対策推進本部を
設置 （10 月）

・特定外来生物「セイヨウオ
オマルハナバチ」規制開始 

（9 月）
・国産カボチャのヘプタクロ

ル残留が問題化 （9 月）
・農産物の残留農薬に関する

ポジティブリスト制度施行 
（5 月）

・第三次環境基本計画 （4 月）
・バイオマス・ニッポン総合

戦略改定 （3 月）
・第３期科学技術基本計画 （3

月）
・ 国 産 陸 域 観 測 技 術 衛 星

ALOS-1（愛称「だいち」）
打ち上げ （1 月）

・「農耕地から発生する温室効果ガ
スである亜酸化窒素の発生量を正
しく推定」が農林水産技術会議
10 大研究成果に選定 （12 月）

・国際シンポジウム「モンスーンア
ジアにおける持続的農業のための
農業資源の評価と有効利用」 （12
月）

・研究成果発表会 2006 （9 月）
・豊橋技術科学大学と連携推進協定

を締結 （9 月）
・国際ワークショップ「侵入生物に

対するアジア・太平洋外来生物
データベースの構築」 （9 月）

・「昆虫タイプ標本画像情報」公開 
（6 月）

・「情報：農業と環境」への訪問者
の累計 50 万人 （6 月）

・インベントリー展示館に肥料・煙
害展示室を新設 （4 月）

・「三橋ノート画像データベース」
を公開 （4 月）

・東京大学と教育研究協定を締結 
（4 月）
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2006
（平 18）

・北海道遺伝子組換え作物交
雑防止条例 施行 （1 月）

・研究所の理念・行動憲章・環境憲
章を制定 （4 月）

・研究所組織の変更（研究領域，
リサーチプロジェクトの設置） （4
月）

・第２期中期計画の開始 （4 月）
・「水環境保全のための農業環境モ

ニタリングマニュアル 改訂版」
発行 （3 月）

・日韓共同国際ワークショップ「農
業生態系における窒素負荷と河
川・地下水への流出」 （3 月）

・国際ワークショップ「モンスーン
アジア農業生態系における温室効
果ガス発生」 （3 月）

2005
（平 17）

・国連気候変動会議（COP11 
＆ COP/MOP1）（モントリ
オール） （11 月 ― 12 月）

・ 大 型 の ハ リ ケ ー ン（ カ ト
リーナ）により米国南東部
に甚大な被害 （8 月） 

原油価格の急上昇とエタ
ノール生産の増大

・国連ミレニアム生態系アセ
スメント総合報告書 （3 月）

・京都議定書 発効 （2 月）

・食品の安全性に関するリス
ク管理の標準手順書 （6 月）

・POPs 条約に基づく国内実施
計画 （6 月）

・湖沼水質保全特別措置法 改
正 （6 月） 

・窒素の面源負荷対策を強化
・外来生物被害防止法施行 （6

月）
・京都議定書目標達成計画 （4

月）
・環境と調和のとれた農業生

産活動規範（農業環境規範） 
（3 月）

・新 農林水産研究基本計画 （3
月）

・新 食料・農業・農村基本計
画 （3 月）

・「カドミウムで汚染された水田の
土壌洗浄法による修復」が農林水
産技術会議事務局 10 大研究成果
に選定 （12 月）

・初めての環境報告書公表 （12 月）
・成果発表会「食と環境の安全を求

めて：有害化学物質のリスク評価
と低減技術」 （11 月）

・シンポジウム「モンスーン・ア
ジアの農業とフード・セキュリ
ティー」 （11 月） 

レスター・ブラウン氏基調講演
・シンポジウム「農業環境における

リスク研究に果たすインベント
リーの役割と課題」 （10 月）

・農業環境インベントリー展示館を
公開 （4 月）

・「農業環境研究 20 年の歩み」，「農
業環境研究の最前線」，「散策と思
索」を刊行 （3 月）

・気候変動に関する日中韓国際シン
ポジウム （2 月）

2004
（平 16）

・EU，組換え食品・作物の輸
入規制を解除 （5 月）

・POPs 条約（残留性有機汚染
物質に関するストックホル
ム条約） 発効 （5 月）

・国連「国際コメ年」

・世界イネ研究会議東京シン
ポジウム （11 月）

・カルタヘナ法 施行 （2 月） 
未承認遺伝子組換え生物
の使用（栽培，飼育。販
売等）を禁止

・農林水産省「第１種使用規
程承認組換え作物栽培実験
指針」 （2 月）

・高病原性鳥インフルエンザ
の発生 （1 月）

・「ダイズのカドミウム吸収抑制の
ための対策技術」公開 （12 月） 

・アジア・太平洋外来生物データ
ベ ー ス（APASD） の 公 開 （11
月） 

・国際ワークショップ「アジア太平
洋地域における侵入生物に対する
データベース構築」 （11 月） 

・日中ワークショップ「農業生態系
における窒素循環とその環境負
荷」 （10 月） 

・環境研究機関連絡会成果発表会
「持続可能な社会をめざして」 （9
月）

・「情報：農業と環境」訪問者の累
計 20 万人に （4 月）

・研究成果発表会 2004 ― 安心・
安全な農業環境をめざして ―  （4
月） 
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2004
（平 16）

・国際ワークショップ「地球温暖化
に伴う東アジアの食料生産変動予
測」 （3 月）

・ボン大学開発研究センターとの
MOU （3 月）

・研究所内より旧農事試験場におけ
る肥料依頼分析の記録を発見

2003
（平 15）

・ペンタゴン・リポート発表
　 （10 月）
・バイオセイフティに関する

カルタヘナ議定書が発効 （9
月）

・第 3 回世界水フォーラム （3
月）

・内閣府に食品安全委員会設
置 （7 月）

・農林水産省に消費・安全局
設置 （7 月）

・食品安全基本法 （7 月）
・カルタヘナ法（遺伝子組換

え生物等の使用等の規制に
よる生物の多様性の確保に
関する法律）成立 （6 月）

・農薬取締法改正 （6 月）
・特定防除資材（特定農薬）

の指定 （3 月）
・茨城県神栖町の井戸水から

高濃度の有機ヒ素検出 （3
月）

・自然再生推進法施行 （1 月）

・国際シンポジウム「農産物から重
金属汚染を低減するための農業戦
略とテクノロジー ― カドミウム
汚染リスクを減らす ― 」 （11 月）

・国際共同セミナー「アジア・太平
洋諸国における侵入生物による環
境影響とデータベース構築」 （11
月）

・環境研究機関連絡会成果発表会
「環境研究の連携をめざして」 （7
月）

・被害植物標本など明治から戦前期
の「煙害調査試料」を研究所内か
ら発見

・日中韓国際ワークショップ「東ア
ジアの農業生態系における物質循
環と環境影響評価」 （3 月）

2002
（平 14）

・持続可能な開発ヨハネスブ
ルグ世界サミット

　（WSSD2002） （8 ― 9 月）

・バイオマス・ニッポン総合
戦略 （12 月）

・バイオテクノロジー戦略大
綱 （12 月）

・農薬取締法改正 （12 月）
・米政策改革大綱 （12 月）
・中央環境審議会 遺伝子改変

生物の生物多様性影響防止
に関する中間答申 （9 月）

・国内無登録農薬の輸入，使
用が問題化 （8 月）

・京都議定書批准 （6 月）
・地球温暖化対策推進法改正 
（6 月）

・土壌汚染対策法 （5 月）
・農水省「食」と「農」の再

生プラン （4 月）
・生物多様性国家戦略改訂 （3

月）
・地球温暖化対策推進大綱改

訂 （3 月）

・「水稲のカドミウム吸収抑制のた
めの対策技術」を公開 （10 月）

・中国科学院土壌科学研究所との
MOU （7 月）

・農業環境技術研究所研究成果発表
会 （4 月）

・農業環境技術研究所「友の会」発
足 （4 月）

2001
（平 13）

・COP6 再 開 会 合（7月）〜 COP7
開催，議定書実施ルール合意 

（10 ― 11 月）
・国連ミレニアム生態系アセ

スメントの開始 （6 月）
・POPs 条約（残留性有機汚染

物質に関するストックホル
ム条約）採択 （5 月）

・IPCC 地球温暖化第３次評価
報告書

・BSE 感染牛を初めて確認 （9
月）

・食品リサイクル法 施行 （4
月）

・新科学技術基本計画 （3 月）
・中央省庁再編 （1 月） 

環境省 発足
内閣府に総合科学技術会
議 設置

・環境研究機関連絡会発足 （10 月）
・韓国農村振興庁農業科学技術院と

の MOU （10 月）
・特定独立行政法人 農業環境技術

研究所 設立 （4 月）
・農林水産省農業環境技術研究所 

廃止 （3 月）
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2000
（平 12）

・CODEX バイテク応用食品
特別部会設置

・バイオセイフティに関する
カルタヘナ議定書採択 （1
月）

・WTO 農業交渉で農業の多面
的機能の論議

・ 環 境 ホ ル モ ン 戦 略 計 画 
SPEED'98 改定（11 月）

・加工食品への未認可 GM 混
入 （10 ― 11 月）

・ダイオキシン類環境基準 （7
月）

・循環型社会形成推進基本法 
（6 月）

・食料・農業・農村基本計画 
（3 月）

・有機 JAS マーク制定 （3 月）
・農水省 遺伝子組換え農作物

環境安全性検討専門委員会
設置 （2 月）

・環境研究三所連絡会発足 （12 月）
・環境化学物質分析施設完成
・公式ウェブサイトに Web マガジ

ン「情報：農業と環境」を掲載開
始 （5 月）

1999
（平 11）

・CODEX オーガニック農業
基準合意

・ベルギー ダイオキシン汚染
事件

・Bt トウモロコシのオオカバ
マダラへの影響の論文

・世界人口 60 億人
・OECD が農業の多面的機能

の検討作業開始

・農林水産研究基本目標 （11
月）

・東海村 JCO 臨界事故 （9 月）
・ 農 業 環 境 ３ 法（ 持 続 農 業

法，家畜排泄物法，肥料取
締法改正） （7 月）

・ダイオキシン類対策特別措
置法 （7 月）

・食料・農業・農村基本法 （7
月）

・中央省庁等改革関連法 （7
月）

・天敵農薬に係る環境影響評
価ガイドライン （3 月）

・農作物ダイオキシン汚染報
道 （2 月）

・独立行政法人農業環境技術研究所
準備委員会 （11 月）

・農作物中放射性物質の緊急調査 
（10 月）

・農業環境技術研究所推進方策委員
会 （3 月）

・農業環境技術研究所将来方向検討
会 （1 月）

1998
（平 10）

・WHO ダイオキシン TDI 見
直し

・COP4 ブエノスアイレス行
動計画

・地球温暖化対策推進法 （10
月）

・食料・農業・農村基本問題
調査会 答申

・農政改革大綱
・地球温暖化対策推進大綱 （6

月）
・中央省庁等改革基本法（6

月）
・環境ホルモン戦略計画
　SPEED'98（5 月）

・イネ FACE 実験の開始（岩手県
雫石町）

1997
（平 9）

・ 温 暖 化 防 止 京 都 会 議 
（COP3） 

京都議定書採択
・OECD 農業環境指標の枠組

みできる

・環境保全型農業推進憲章
・環境影響評価法
・地力増進基本指針 改正
・環境ホルモン 中間報告
・地下水の水質汚濁に係る環

境基準

1996
（平 8）

・コルボーンら「奪われし未
来」

・世界食料サミット
・遺伝子組換え作物の商業生

産開始
・APN（アジア太平洋地球変

動研究ネットワーク） 発足

・有機農産物・特別栽培農産
物表示ガイドライン （12 月）

・水質汚濁防止法 改正
・大気汚染防止法 改正
・農水省研究基本目標
・科学技術基本計画

・OECD 農業環境評価指標策定に
向けたプロジェクト研究を開始

・研究基本計画 策定
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1995
（平 7）

・先進国のフロン，臭化メチ
ル全廃

・IPCC 第２次評価報告
・世界貿易機構（WTO）発足
・環境分野に初のノーベル賞

・環境保全型農業総合推進事
業

・農業基本法研究会
・食糧管理法廃止，新食糧法

施行
・科学技術基本法施行
・生物多様性国家戦略

・研究所公式ウェブサイト開設

1994
（平 6）

・気候変動枠組み条約発効
・砂漠化対処条約

・環境基本計画決定
・環境保全型農業推進本部 設

置

1993
（平 5）

・OECD 「農業と環境」合同作
業部会設置，農業環境指標
検討開始

・ウルグアイ・ラウンド農業
合意

・アジェンダ 21 行動計画
・環境基本法
・大冷害，米輸入部分開放
・有機農産物表示制度
・特定農山村法
・窒素，リンの水質汚濁防止

法排出基準
・生物多様性条約批准

1992
（平 4）

・リオデジャネイロ地球環境
サミット（国連環境開発会
議） 

アジェンダ 21 採択，リオ
宣言
森林保全の原則声明
生物多様性条約
気候変動枠組条約

・農水省環境保全型農業対策
室

・農林水産省新政策公表 （環
境保全型）

1991
（平 3）

・土壌の汚染に係る環境基準
・地球環境モニタリング計画
・レッドデータブック
・通産省 公害資源研究所を資

源環境技術総合研究所に改
組

・遺伝子組換え植物隔離ほ場を日本
で初めて設置

1990
（平 2）

・IPCC 第１次評価報告書
・シャロン・ローン
　 「オゾン・クライシス」

・農林水産基本目標
・環境庁 国立公害研究所を国

立環境研究所に改組
・地球温暖化防止行動計画
・地球科学技術基本計画

・地球環境研究チーム設置
・研究基本計画 策定

1989
（平元）

・CGIAR 「持続可能な農業生
産」

・有害廃棄物規制バーゼル条
約

・北極にオゾンホール
・特定フロン全廃ヘルシンキ

宣言

・農水省有機農業対策室
・農林水産分野組換え体利用

指針

・遺伝子組換え植物（トマト）の非
閉鎖系実験を日本で初めて開始

1988
（昭 63）

・環境と農業 EC 委員会
・IPCC（気候変動政府間パネ

ル）設置，IGBP 発足
・窒素酸化物排出抑制 ソフィ

ア議定書
・米 LISA 研究プロジェクト

開始

・オゾン層保護法 ・情報システム研究室と生物情報計
測研究室を新設

1987
（昭 62）

・WCED 報告 「地球の未来を
守るために」

・絶滅野生動植物譲渡規制法 ・遺伝子組換え体安全性評価研究を
開始
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1987
（昭 62）

・オゾン層破壊物質モントリ
オール議定書

・世界人口 50 億人

・特別栽培米制度
・農林省が組換え体安全性評

価のプロジェクト開始
・科学技術会議答申「国立試

験研究機関の中長期的あり
方について」

1986
（昭 61）

・チェルノブイリ原発事故 ・チェルノブイリ放射能汚染緊急調
査

1985
（昭 60）

・FAO 熱帯林行動計画
・オゾン層保護ウイーン条約
・ヘルシンキ議定書

・研究基本計画 策定

1984
（昭 59）

・環境と開発に関する委員会
（WCED） 発足

・湖沼水質保全特別措置法
・世界湖沼環境会議開催
・農水省バイテク室設置
・地力増進法

1983
（昭 58）

・農林水産研究基本目標
・農業技術研究所 廃止

・農林水産省 農業環境技術研究所
　設立 （12 月）

1982
（昭 57）

・ＵＮＥＰ特別会議ナイロビ
宣言

・南極でオゾンホール発見
・遺伝子組換え植物の作成

・緑資源の維持・培養と環境
保全の論議

1981
（昭 56）

1980
（昭 55）

・米政府調査報告「西暦 2000
年の地球」（地球温暖化・種
の消滅を警告）

・過疎地域振興特別措置法
・ワシントン条約，ラムサー

ル条約加入
・農業技術研究所ほか 11 試験

研究機関が筑波農林研究団
地に移転

1979
（昭 54）

・スリーマイル島原発事故
・世界気候会議（WMO）が温

室効果による温暖化を警告

・科学技術庁が組換え DNA 実
験指針

1978
（昭 53）

・農林省が農林水産省に改称

1977
（昭 52）

・砂漠化防止行動計画 ・気象衛星ひまわり１号打ち
上げ

1976
（昭 51）

・セベソダイオキシン汚染事
件

1975
（昭 50）

・ラムサール条約発効
・アシロマ会議で遺伝子組換

え実験自主規制の合意

・母乳から残留農薬検出
・有吉佐和子 ｢複合汚染｣ 

（PCB・水銀等汚染問題深
刻化）

1974
（昭 49）

・世界人口会議
・世界食糧会議
・ローランドら フロンによる

オゾン層破壊の可能性を発表
・国連砂漠化防止会議
・世界人口 40 億人

・環境庁 国立公害研究所設置
・生産緑地法
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1973
（昭 48）

・遺伝子組換え基礎技術の開
発

・化審法（化学物質の審査及
び製造等の規制に関する法
律）制定

1972
（昭 47）

・ストックホルム人間環境宣
言

・ローマ・クラブ「成長の限
界」

・国連環境計画（UNEP）設
立

・地球観測衛星ランドサット
１号打ち上げ

・自然環境保全法
・PCB 生産中止

1971
（昭 46）

・ラムサール条約採択 ・水質汚濁に係る環境基準
・環境庁発足
・BHC・DDT 販売禁止
・PCB 環境汚染問題化

1970
（昭 45）

・OECD 環境委員会設立 ・水質汚濁防止法
・海洋汚染防止法
・農用地土壌汚染防止法 
・（光化学スモッグ被害深刻

化）

1960
年代

（昭 35 〜
　　44）

・レイチェル・カーソン
　「沈黙の春」 （1962）
・世界人口 30 億人 （1960） 

（緑の革命 （1960 〜 70 年
代））

・稲作転換対策開始 （1969）
・大気汚染防止法 （1968）
・カネミ油症事件 （1968）
・公害対策基本法 （1967）
・園芸・畜産拡大 （1960 年代

前半）
・OECD 正式加入 （1964）
・農業基本法 （1961）

1950
年代

（昭 25 〜
　34）

・カイコガの性フェロモン
（ボンビコール）発見

　（1059）

・降下放射性核種分析研究開
始 （1957）

・PCB 生産開始 （1954）
・水俣病発生 （1953）
・PCB 輸入開始 （1952）
・農林省 農業技術研究所 設置 
（1950） 

1940
年代

（昭 15 〜
　　24）

・BHC 農薬登録 （1949）
・DDT 農薬登録 （1948）
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